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▌Ⅰ. 国際的な動向

　セーフスポーツの分野では、現在までのところ、各国にセーフスポーツのための政策の実施や政府間の協
力を定めた条約はなく、また各国のスポーツ団体が共通の規程を採択し調和的に取り組みを行う仕組みも整
備されていない。そのため、セーフスポーツの取り組みは国ごとに差異が生まれているという課題があり、
またある国のセーフスポーツ関連規程に違反し活動停止期間にある者が別の国ではその期間にスポーツに参
加できるという課題も生じている。
　この各国の共通の政策となる基盤がないという課題に対し、現在、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）
は、セーフスポーツに関する「グローバルな政策基準（Global Policy Standards）」を策定することで手当
をしようとしている1。この「グローバルな政策基準」は、条約ではないものの、UNESCOの加盟国がセー
フスポーツを策定する際にグッド・プラクティスとして採用されるべき方針や施策を定めるもので、上記の
国際的な課題に対する手当になることが期待されているものである2。この「グローバルな政策基準」の現在
のドラフトをUNESCOが2025年7月に公表したため、以下で簡単にその内容を紹介することにしたい。
　「グローバルな政策基準」は、政策環境（Ⅰ）、政策の策定（Ⅱ）、政策の実施（Ⅲ）、政策の評価（Ⅳ）の4つ
の章から成るものである。
　政策環境（Ⅰ）の章では、UNESCOの加盟国（以下単に「加盟国」という）が国際的な人権条約に基づき、セー
フスポーツを推進するための具体的な政策や計画、ガイドラインなどを策定することに言及している（項目
1）。また、同章では、加盟国に対し、意思決定の多様化、組織の透明性、説明責任（アカウンタビリティ）
を履行すること（項目2）や、ジェンダー平等、社会開発などの関連省庁と連携することの重要性が強調され
ている（項目3）3。
　政策策定（Ⅱ）の章では、加盟国が政策を策定する上で、国内外の研究結果を活用し、エビデンスに基づ
いた妥当な政策を策定することを求めている（項目4）。また、同章は、策定プロセスにおいて、障がい者、
女性、子ども、スポーツ虐待のサバイバーなど多様なステークホルダーの声を反映させることの重要性（項
目5）や、インクルーシブ、公平性（エクイティ）、セーフスポーツの考え方を国内の政策の中心に据えるこ
との重要性を強調している（項目6）4。
　政策の実施（Ⅲ）の章は、セーフスポーツを実現するために必要な「投資」（項目7）、「ヒューマン・キャピ
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タル」（項目8）、「集団的なアクション」（項目9）を提唱する章である。同章では、とりわけ、セーフスポー
ツの政策を実施するための透明性のある財政基盤（項目7a）、指導者、役員、ボランティアらに対するセー
フスポーツに関する研修（項目8a）、社会全体の意識を高めるアドボカシー活動（項目9a）、メガスポーツイ
ベント（大規模国際競技大会）においてグッド・ガバナンスを実現する（項目9c）など、注目すべき施策を含
んでいる5。
　政策の評価（Ⅳ）の章では、加盟国がスポーツ政策をモニタリングする権限を持ち（項目10）、セーフスポー
ツに関連するデータを収集し（項目11）、セーフスポーツ政策の実施状況について適切な報告とフォローアッ
プができる仕組みを整えることに言及されている6。
　この「グローバルな政策基準」は現在はドラフト段階であるが、UNESCOは、2025年11月21日にパリ
のUNESCO本部で、アスリートやスポーツ虐待のサバイバーを招いたコンサルテーションを行い、その内
容にアスリートやサバイバーの声を反映するように努めている7。2026年には、選定された加盟国におい
て、「グローバルな政策基準」の試験運用がなされる予定であり、その結果を踏まえて最終ドラフトが策定さ
れる予定である8。「グローバルな政策基準」は、2027年に開催される第8回国際体育・スポーツ担当大臣等
会議（MINEPS Ⅷ）で承認される予定である。

2. 国際競技大会におけるセーフガーディングの取り組み
2.1 国際オリンピック委員会の大会中のセーフガーディングの枠組み
　2026年2月に開催されたミラノ・コルティナ大会で、国際オリンピック委員会（International Olympic 
Committee. 以下「IOC」と略す）は、大会期間中のセーフガーディングをさらに強める取り組みを実施した
ので、紹介しておきたい。
　大会期間中のセーフガーディングとは、大会に参加するアスリートやコーチその他の参加者を、ハラスメ
ントおよび虐待から保護し、参加者の人権や人格の尊厳を尊重することを目的とした仕組みである。IOCが、
大会参加者のためのセーフガーディングの枠組みを導入したのは2016年のリオ・デ・ジャネイロ大会から
であるが、IOCは、パリ大会やミラノ・コルティナ大会を前にした2023年12月14日に、「大会期間中のセー
フガーディングの枠組み（Games-Time Safeguarding Framework）」という文書を作成・公表し、これま
で大会ごとに検討されていたセーフガーディングの取り組みについて、標準的な事項を定めるに至った（以
下にいう「第○項」は、「大会期間中のセーフガーディングの枠組み」の項番号を指す）9。この文書の対象は、
オリンピック競技大会だけでなく、ユースオリンピック競技大会も対象とされている（第2項）。
　大会ごとの標準となる「大会期間中のセーフガーディングの枠組み」では、IOCが2021年9月に制度を
開始した認証セーフガーディング・オフィサーや各国にいるウェルフェア・オフィサーの制度的な活用を想
定している（第8項）。具体的には、IOC認証セーフガーディング・オフィサーが大会期間中を通じてオリン
ピック村に常駐し、報告されたすべてのハラスメントおよび虐待の事件を記録し、サポートを提供する責務
を負う（同項）。また、各国選手団にも当該選手団において生じる懸念に関し窓口の役割を果たすウェルフェ
ア・オフィサーを帯同することを可能にしている（第7項）。この各国選手団のウェルフェア・オフィサーは、
実際にハラスメントや虐待の懸念が生じた場合は、常駐するIOC認証セーフガーディング・オフィサーと連
携することが想定されている（同項）。
　IOCは、この文書の中で、人的体制に加えて、大会期間中に発生したハラスメントおよび虐待の事件に
対処するための報告手続や懲戒手続を定め（第9項及び第10項）、大会期間中にハラスメントおよび虐待が
生じた場合に、有効な救済手続が保障されるように企図している。
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2.2 ミラノ・コルティナ大会の体制
2.2.1 個別の実践的取り組み
　ミラノ・コルティナ大会では、「大会期間中のセーフガーディングの枠組み」に従った体制が構築されてい
た。IOCは、この枠組みを実践するために、アスリートとそのアントラージュがIOCセーフガーディング・
オフィサーにプライバシーが守られた中で相談できる「マインドゾーン（Mind Zone）」というサービスを新
たに導入した10。また、大会に参加するアスリートは、ソーシャルメディアをリアルタイムで監視する「オ
ンライン虐待防止システム（Cyber Abuse Protection System）」に登録され、アスリートを苦しめる内容
の投稿がアスリートに届く前に削除することが試みられた 11。さらに、アスリートがメンタルヘルスの専門
家に相談できる「メンタルヘルスヘルプライン」が70の言語で24時間体制で提供されていた12。
　これらの大会期間中のセーフガーディング枠組みは、アスリート向けの大会資料「Get Ready Pack」の
中で紹介され、アスリートへの周知が図られていた13。

2.2.2 セーフガーディングの措置が問題となった事例
　ミラノ・コルティナ大会では、リトアニアのフィギュアスケート選手のコーチとして参加予定であった
者に対し、過去にラトビアの選手に虐待を行った疑いが生じたため、国際スケート連盟（International 
Skating Union）が大会期間中である2026年2月7日、当該コーチに対し、安全確保のために、ミラノ・コ
ルティナ大会を含む暫定的な活動停止措置を課した。当該コーチは、スポーツ仲裁裁判所のアドホック部に
おいて当該活動停止措置の有効性を争ったが、スポーツ仲裁裁判所の仲裁パネルは、当該措置は、懲罰・制
裁ではなく、最終的な決定が出るまでの間参加者のウェルフェアやスポーツ環境を守るための予防的措置で
あるとして、当該措置を維持した14。
　本事例は、大会期間中のセーフガーディングの措置が争われ、維持がされた点で、重要な先例的価値のあ
る事例である。

2.3 IOC主催以外のメガスポーツイベント（大規模国際競技大会）への適用
　本項でみたメガスポーツイベント（大規模国際競技大会）におけるセーフガーディング体制の整備は、オ
リンピック大会以外でも必要とされるべきものである。
　我が国でも、2026年9月から10月にかけて、アジア競技大会・アジアパラ競技大会（愛知・名古屋）が開
催される予定だが、これらの大会期間中にどのようなセーフガーディング体制が構築されるかが注目される。

3. インターネット上の誹謗中傷からアスリートを守るスポーツ団体の取り組み
3.1 国際競技団体の取り組み
　インターネット上の誹謗中傷は、国内外のスポーツ界で深刻視されている喫緊の課題である。
　2024年に開催されたパリ大会（オリンピック・パラリンピック）では、152,000件の投稿等が誹謗中傷
の疑いがあるとして検知され、うち10,200件が誹謗中傷と認められる投稿であったと公表されている15。
インターネット上の誹謗中傷は、アスリートに精神的な苦痛を引き起し、競技パフォーマンスに影響を与え
る。また、インターネット上の誹謗中傷は、結果としてアスリートをソーシャルメディアの使用から引き剥
がし、アスリートの活動資金の獲得に悪影響を及ぼしたり、ファンエンゲージメントの機会を喪失させたり
するなどして、アスリートのキャリアにも影響する可能性がある点で、深刻な問題との指摘もある16。
　こうした問題に対し、近年、国際競技団体は、人工知能（AI）を活用したアスリートを保護するための取
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り組みを行っている。具体的には、インターネット上の誹謗中傷がアスリートの目に入る前に見えないよ
うにする取り組みや、誹謗中傷投稿を検知した後、公開情報（OSINT）調査を行って投稿者を特定し、競
技団体やクラブなどと連携して入場禁止措置を課したりする取り組みである。例えば、国際サッカー連盟

（Fédération internationale de football association）、ワールドラグビー（World Rugby）、ワールド
アスレティクス（World Athletics）などでは、それぞれが主催する国際競技大会に参加するアスリートに
対する誹謗中傷の検知結果を公表している17。
　こうした国際競技団体がインターネット上の誹謗中傷への対策を強める動きは、2025年に入り更に加速
しており、2025年9月には国際自動車連盟（Federation Internationale de l'Automobile）が、2026年
1月には国際自転車競技連合（Union Cycliste Internationale）が、2026年2月には世界バドミントン連盟

（Badminton World Federation）が、インターネット上の誹謗中傷対策を強化することを発表している18。
　インターネット上の誹謗中傷からのアスリートの保護と救済には依然として多くの課題が残る。誹謗中傷
を行う者が別の国にいるアスリートに対し誹謗中傷を行う場合に法的措置が取りにくい問題や、民事・刑事
の手続きに被害を受けたアスリートが関与することによる二次被害の問題、検知の技術上の問題などの課題
が指摘されている19。

3.2 日本の競技団体・選手団体の取り組み
　日本でも、日本オリンピック委員会（以下「JOC」と略す）と日本パラリンピック委員会は、スポーツ庁と
協議をしつつ、インターネット上の誹謗中傷対策を進めている。2025年9月に開かれたワールドアスレティ
クスが主催した東京2025世界陸上競技選手権大会において、日本オリンピック委員会は、AIを使って、日
本選手団の選手に対する不適切投稿の監視を行った。報道によれば、誹謗中傷に該当する投稿が約500件
あり、うち230件について削除要請を行った、とされている20。また、ミラノ・コルティナ大会でも、JOCは、
ミラノと東京にスタッフを配置しつつ、AIを使った不適切投稿の監視を行った。JOCの公表によれば、1,919
件について削除要請を行い、うち371件が削除されたとのことであった21。
　また、日本プロ野球選手会（Japan Professional Baseball Players Association。以下「JPBPA」と略す）
も、2025年10月に、2025年のクライマックスシリーズ・日本シリーズの期間中、AIにより選手に対する
誹謗中傷を検出する対策を行うことを公表した22。2026年3月4日公表された資料によれば、2025年10
月8日から11月2日までの26日間で、誹謗中傷と認められた投稿が466件で、発信元アカウント数は197件、
誹謗中傷にあった選手数は79選手とのことであった23。さらに、JPBPA、日本プロフェッショナル野球組
織、株式会社NPBエンタープライズは、2026年3月5日に開幕する国際競技大会に参加する日本代表の監
督、コーチ、選手を対象として、同対策を共同で導入することを公表した24。
　このように日本でも競技団体が単独で、または選手団体と協力して、インターネット上の誹謗中傷対策に
取り組んでおり、今後、他の団体や競技に取り組みが波及していくことが期待される。

▌Ⅱ. 外国の動向〜オランダにおけるセーフスポーツの動向

1. オランダセーフスポーツセンターによる相談・通報受付
オランダでは、スポーツ界における虐待に関する実態調査として、2017年12月にCommissie De Vries

（以下「デ・フリース委員会」という）による調査結果が公表された。デ・フリース委員会は、虐待の被害者が
気兼ねなく利用可能な独立した通報・相談窓口の必要性を指摘した25。
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　この指摘を受け2019年に設立されたのが、Centrum Veilige Sport Nederland（オランダセーフスポー
ツセンター。以下「CVSN」と略す）である。CVSNは、オランダ王国の国内オリンピック委員会にあたるオ
ランダオリンピック委員会＊オランダスポーツ連盟 （以下「NOC＊NSF」と略す）の内部機関であり、アス
リート等からの相談・通報を受け付けている。CVSNには、2024年時点で、ケースマネージャー 12名に
加えて、政策アドバイザー、コミュニケーションアドバイザーその他の事務局員が在籍するなど人員体制が
整えられている26。
　CVSNの相談・通報対象行為は、性的不適切行為、心理的不適切行為、身体的不適切行為、差別などの
虐待に加えて、八百長やドーピングその他のインテグリティ違反も含まれる。2024年のCVSN報告書に
よれば、その年にNOC＊NSFに関係して通報・相談があった1549件（但し、分析対象は1384件）のう
ち、CVSNが受け付けた件数は1096件、各中央競技団体が受け付けた件数は288件である27。分析対象の
1384件のうち、約74%の1025件が（性的・心理的・身体的）不適切行為に関する通報・相談であった28。
この1025件の通報相談のうち上位7類型は、脅迫等が234件、身体的な意味での性的不適切行為が166件、
暴言が115件、いじめが82件、性的暴行又はその未遂71件、言語的な意味での性的不適切行為が69件、
暴力が64件であった29。
　CVSNや中央競技団体が受け付けた通報・相談のうち153件は、中央競技団体の懲戒委員会またはオラン
ダスポーツ仲裁・懲戒機関（Instituut Sportrechtspraak。以下「ISR」と略す）に、事案の対応依頼（referral）
がされた30。

2. オランダスポーツ仲裁・懲戒機関（ISR）による調査・裁定
　オランダスポーツ仲裁・懲戒機関（ISR）は、2003年に設立されたオランダにおけるスポーツ紛争解決機
関である。ISRは、伝統的には、中央競技団体の懲戒委員会に代わって、ドーピング規則違反や懲戒規則違
反を裁定する独立第三者の機関として運営されていた。
　その後、デ・フリース委員会の報告書の中で、性的不適切行為の事案の対応は、スポーツ団体から独立し
た専門機関によって客観的に調査・裁定がされるべきであるとの勧告がされ 31、オランダスポーツ仲裁・懲
戒機関（ISR）への事案の対応依頼が行われるようになった。この動きを受け、現在ではNOC＊NSFによっ
て承認された86のスポーツ団体がISRに加盟するに至っている32。
　セーフスポーツ分野におけるISRの役割は、事案の調査と裁定である。現在、ISRには、不適切行為の事
案に関し、検察官の役割を果たす専門家や、懲戒・裁定官の役割を果たす専門家がおり、事案の調査と裁定
にあたっている。
　ISRが2024年に新規に取り扱った通報事案の件数は154件であり、その取扱件数は年々増加傾向にある33。 
ISRが取り扱った154件の内訳は、120件の事案が性的不適切行為で、暴力や差別等の不適切行為の事案が
31件であった34。

3. 今後の展望 〜 独立第三者専門機関のスポーツ・インテグリティ・オランダの検討
　オランダにおいては、上記1, 2のとおり、デ・フリース委員会の報告書の後、NOC＊NSF内にオランダセー
フスポーツセンターの部署が設置され、独立第三者の紛争解決機関であるISRによって、セーフスポーツ関
連事案の調査や裁定を行う体制が作られているが、セーフスポーツをさらに強めるために、「Wet integere 
sport（スポーツインテグリティ法）」を制定する動きがある。
　オランダ政府は、2025年9月1日から2025年10月26日の期間で、セーフスポーツの問題などに取
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り組む独立専門の第三者機関である「Integere Sport Nederland （スポーツインテグリティオランダ。以
下「ISN」と略す）」の設置根拠などを定めたスポーツインテグリティ法草案35のパブリックコメントを行っ 
た36。ISNは、セーフスポーツに関する取り組みだけでなく、アンチ・ドーピングや八百長防止など、複数
の機能を統合した独立専門の第三者機関になる想定である。
　本稿執筆時点では、スポーツインテグリティ法は成立していないが、今後、オランダでセーフスポーツの
実現のために、ISN設立に向けた議論がどのように行われるのかが注目される。

▌Ⅲ. 終わりに

　我が国では、2025年6月にスポーツ基本法が改正され、同年9月に施行された。同法29条は、国及び
地方公共団体が、①暴力、②優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたも
の、③性的な言動37、④インターネット上の誹謗中傷、等（以下本稿において「暴力等」と略す）からスポー
ツを行う者を保護するための必要な措置を講じる義務を定めている。スポーツ基本法において、国に対し、
積極的に暴力等からの保護措置を講じる義務が明示的に定められたのは初めてである。今後、スポーツをす
る・みる・ささえる者を暴力等から保護するために必要な法制上、財政上の措置（同法第8条、29条）がと
られたり、スポーツ基本計画（同法9条）の中でスポーツ基本法29条の趣旨を反映した具体的な施策が採ら
れることが期待される。
　このスポーツ基本法の改正を受け、国際人権NGOのヒューマン・ライツ・ウォッチは、2025年11月28日、
スポーツ庁に対し、セーフスポーツセンターの設立、セーフスポーツ法の制定を再び求める共同書簡を提出
している 38。2026年夏頃には、2027年4月に運用開始となる第4期のスポーツ基本計画の中間報告案の
決定及びパブリックコメントが実施されることが予定されている39。
　我が国でも、本稿で述べた国際的な動向及び他国の状況を参考にしつつ、個別立法や第4期スポーツ基本
計画の中で、スポーツをする・みる・ささえる・あつまる・つながる者を暴力等から保護するための措置が具
体化されることが期待される。

以上
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